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お
元
気
で
す
か 

の
ぶ
あ
き
で
す  

ど
の
ど
の
ど
の
ど
の
党党党党
が
の
び
れ
ば

が
の
び
れ
ば

が
の
び
れ
ば

が
の
び
れ
ば
？？？？    

 

こ
の
ご
ろ
、
い
く
人
も
の
方
か
ら

「生
き

て
る
値
打
ち
が
な
い
」な
ど
良
く
似
た
話
を
聞

く
と
大
変
胸
が
痛
く
な
る
の
で
す
。
同
時
に
、

大
げ
さ
な
表
現
か
も
知
れ
ま
せ
ん
が
、
日
本
共

産
党
が
大
き
く
な
っ
て

「生
き
る
勇
気
と
展

望
」を
誰
に
で
も
分
っ
て
も
ら
え
る
よ
う
に
せ

な
ア
カ
ン
の
や
な
ぁ
と
思
う
こ
と
し
き
り
で

す
。
▼
党
の
演
説
会
が
大
津
で
あ
り
、
マ
イ
ク

ロ
バ
ス
を
仕
立
て
て
後
援
会
員
さ
ん
と
聴
き

に
行
っ
て
き
ま
し
た
。演
台
に
立
っ
た
山
下
よ

し
き
さ
ん
が
「日
本
共
産
党
の
議
員
が

一
人
増

え
る
こ
と
で
、確
実
に
状
況
が
前
を
向
い
て
ゴ

ロ
ッ
と
変
わ
る
」
と
紹
介
し
た
の
は
、
参
議
院

で
現
在
９
議
席
が
10
議
席
に
な
れ
ば
、
志
位

和
夫
委
員
長
が
安
倍
さ
ん
と
党
首
討
論
に
出

ら
れ
る
よ
う
に
な
る
こ
と
。
▼
小
沢
さ
ん
は

40
分
の
持
ち
時
間
が
あ
り
な
が
ら
全
く
迫
力

が
な
い
。
そ
れ
も
そ
の
は
ず
、
「消
費
税
は

10
％
に
」
と
安
倍
さ
ん
が
言
え
ば
、
小
沢
さ

ん
も

「そ
う
で
ん
な
」
と
。
大
企
業
優
遇
と
ア

メ
リ
カ
従
属
の
基
本
路
線
に
変
わ
り
な
い
「自

民
か
民
主
か
」
で
は
国
民
が
救
わ
れ
な
い
。
▼

志
位
さ
ん
が
出
れ
ば
「庶
民
か
ら
取
ら
な
く
て

も
大
企
業
に
応
分
の
負
担
を
求
め
れ
ば
い
い
」

と
ズ
バ
リ
追
求
で
き
、庶
民
い
じ
め
の
政
治
か

ら
脱
す
る
展
望
を
毎
週
毎
週
、
お
茶
の
間
に
届

け
る
こ
と
が
で
き
る
。
「こ
れ
は
グ
ー
ン
と
生

き
る
勇
気
が
わ
い
て
き
ま
す
よ
」
と
山
下
さ

ん
。
▼
参
加
し
た
後
援
会
員
の
多
く
か
ら

「山

下
さ
ん
を
甲
良
に
呼
び
た
い
」
の
声
が
あ
が
っ

た
ほ
ど
。
▼
さ
あ
、
消
え
た
年
金
、
庶
民
増
税
、

「正
し
か
っ
た
戦
争
」
（靖
国
史
観
）、
憲
法
改

悪
…
歴
史
的
審
判
を
下
す
選
挙
は
目
前
で
す
。 

「消えた年金」「消えた年金」「消えた年金」「消えた年金」    
必ず解決を必ず解決を必ず解決を必ず解決を    

５千万件の「宙に浮いた年金記録」は、

国民負担を求めることには熱心なのに、く

らしを守ることをおろそかにしてきた自

民・公明政治の本質を象徴した大事件で

す。そのうえ 10 年前から分っていたこと

を国民に隠していたことで国民の不安は

とどまるところがありません。 

日本共産党の志位和夫委員長は１９日、

「消えた年金」問題をめぐり、政府が掌握

している年金保険料の納付記録を、ただち

に全ての受給者・加入者―１億人の国民に

知らせるよう安倍晋三首相あてに申し入

れました。 

申し入れの中で「ねんきん安心ダイヤ

ル」は、１週間に 174 万件もの内、9.3％

しかかかっていないことを指摘し、「不安

な人は問い合わせにこい」という姿勢では

不安が募るばかりと警告。さらに、①１人

の不利益も見逃さない。②国の全責任で解

決する―基本姿勢を確立するよう求めて

います。 

 

６
月
15

日
づ
け
で
県
・
町
民
税
、
国
保
税
の
「納
税
通
知
」

が
届
き
増
税
に
対
す
る
不
安
と
怒
り
が
渦
巻
い
て
い
ま
す
。

西
澤
議
員
が
６
月
議
会
の

一
般
質
問
で
取
り
上
げ
た
負
担

増
に
対
す
る
救
済
策
を
交
え
て
紹
介
し
ま
す
。 

増
収
９
千
万
円
を 

く
ら
し
応
援
に 

西
澤
議
員
は
、
定
率
減
税
廃
止
と
税
源
移
譲
に
よ
る

「増
益
」

が
９
千
万
円
に
な
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
う
え
で
、
庶
民
へ
の

救
済
策
は
用
意
し
て
い
る
の
か
、
次
の
３
点
に
つ
い
て
の
具
体
策

の
用
意
が
あ
る
か
と
た
だ
し
ま
し
た
。
①
今
回
の
増
税
に
対
応
す

る
緊
急
救
済
策
を
。
②
現
在
あ
る
軽
減
制
度
を
拡
充
し
、
そ
の
活

用
を
広
く
知
ら
せ
る
。
③
緊
急
生
活
支
援
策
を
。 

さ
ら
に
、
現
在
制
度
化
さ
れ
て
い
る
も
の
の
活
用
を
徹
底
す
る

だ
け
で
も
大
変
意
義
が
あ
る
と
し
て
次
の
６
点
を
紹
介

（裏
面
参

照
）。
①

「扶
養
親
族
等
申
請
書
」
を
提
出
す
る
こ
と
、
②
障
害
基

礎
年
金
と
老
齢
厚
生
年
金
が
受
け
ら
れ
る
こ
と
、
③
法
定
７
・
５
・

２
割
軽
減
の
内
、
２
割
は
申
請
減
免
で
あ
る
こ
と
、
④
法
定
以
外

の
国
保
減
免
、
⑤
国
保
法
44
条

「特
別
の
理
由
」
に
よ
る
３
割
窓

口
支
払
い
の
減
免
、
⑥
生
活
保
護
法
に
よ
る
も
の
。
― 

西
澤
議
員
は
、
生
活
保
護
法
７
条

（申
請
の
原
則
）、
24
条

（申

請
に
よ
る
保
護
の
開
始
お
よ
び
変
更
）
で
定
め
て
い
る
通
り
、
保

護
希
望
者
の

「申
請
す
る
権
利
」
を
侵
害
し
な
い
こ
と
を
求
め
ま

し
た
。 

担
当
課
長
は
税
源
移
譲
と
定
率
減
税
廃
止
で
９
千
万
円
の
増
額

を
明
ら
か
に
し
ま
し
た
が
、
救
済
策
に
つ
い
て
は
、
国
保
の
２
割

減
免
対
象
者
に
通
知
を
し
て
い
る
と
回
答
。 

甲
良
町
の
場
合
、
国
保
減
免
規
定
も
あ
り
ま
す
の
で
、
気
軽
に

相
談
し
て
く
だ
さ
い
。 



 
税金 50 万円かけた「国会陳情」 

正当性が問われる 
―「議会の意志」には決議必要― 

 
町議会の総務民生常任委員会と産業建設文教常任委員会は合

同で今月２５、２６日「視察研修」と「国会陳情」を実施する

ことを決めました。費用は１議員５万円、計５０万円の税金で

す。委員会資料によると、陳情先と内容は国土交通省：①犬上

川の護岸整備、②犬上川河川敷樹木の伐採、③犬上川床の浚渫。

総務省：特別交付税による財政支援。滋賀選出国会議員：通称

「道の駅」の事業採択―です。西澤議員は参加しません。 

「道の駅」以外の「陳情書」には山﨑町長と連名で「甲良町

議会議長 北川豊昭」と記されています。「議会の意志表示」は

地方自治法で定められています。ですから本会議での「決議」

が不可欠です。 

今回の「陳情」は、「任期末の慣例」と言われ、6 月議会に「議

員派遣」として決議されているだけで、陳情内容の書面は全議

員に示されず、本会議に上程されず、内容の正当性、賛否両論

も論議されず、議会の意志として正当性を主張できるものでは

ありません。「議会決議」がないにもかかわらず、上記の陳情を

「議会の意志」として成立したかのように装うことは許されま

せん。あるいは陳情内容は二の次で「とにかく東京へ行きたい」

が先行したのか？？いづれにしても、町長・行政側の言いなり

で、「住民代表」として、その審議の機会をなくした事実は残り

ます。なお、議員個人が行う陳情・請願は拘束されません。 

西澤議員は、５日の同委員会で、①国会陳情を行なうのであ

れば、議会を招集して正式な決議を行うこと、少なくとも「全

員協議会」を開き文案を検討し、「議決」を行うこと、②「常任

委員会研修」は文字通り「常任委員会」の任務範囲を考えて、

産業建設文教常任委員会との合同ではなく単独で行うこと、そ

の上で、多数で決まった以上は参加する用意があること、日程

は参議院選挙前を避けるべきこと、など発言しました。 

西澤議員は、総務民生常任委員会の６月１９日開催通知を受

け、藤堂与三郎委員長に対し書面にて、「４人の議員で臨時議会

の召集権があり、『決議』の手続きを行なうべき。」などと指摘

する見解を伝えました。 

悪しき慣例はキッパリと改善しなくてはなりません。 

5 月 27 日「しんぶん赤旗日曜版」より転載 
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